（Ｈ２５．３．１時点）

建築物空気環境測定業の登録の手引き
　建築物衛生法第１２条の２第１項第２号に規定する「建築物空気環境測定業」の登録を受けるためには、事業を行うための機械器具その他の設備、事業に従事する者の資格等が厚生労働省令で定める基準に適合し、申請を行う必要があります。

　本書は、登録の手続き等について、具体的に記述し、申請を行う際の手引きとなるように作成しております。
登録の申請

・建築物空気環境測定業については、知事の登録を受けることができます。

・登録の有効期限は６年間となります。

※　熊本市に営業所がある場合には、熊本市保健所へお問い合わせください。

○登録申請書の提出【法第１２条の２第２項】
　登録を受けようとする場合は、申請する営業所の所在地を管轄する保健所に登録申請書を一部提出してください。
○登録申請に必要な書類【省令第３１条】
　登録の申請を行う場合、次の書類の提出が必要となります。

記入に際しては、別添の各様式の記載例を参考にして、必要事項を記入してください。
（１）登録申請書

県規則第６条第１項に規定する別記第４号様式
（２）設備・機器名簿

県規則第６条第２項に規定する別記第５号様式
「登録の基準」の「必要な機械器具」について記載してください。
（３）監督者等名簿

県規則第６条第３項に規定する別記第６号様式
「登録の基準」の「空気環境の測定を行う者」について記載してください。
空気環境測定実施者（再）講習会の修了証書又は建築物環境衛生管理技術者免状の写しを添付してください。

（４）作業実施方法等報告書

県規則第６条第５項に規定する別記第８号様式
「登録の基準」の「空気環境の測定及び空気環境測定用機械器具等の維持管理の方法」について記載してください。
登録の基準

登録を受けようとする場合は、次の登録の基準すべてを満たす必要があります。
○必要な機械器具【省令第２６条第１号】

　次の機械器具を有すること。
（１）浮遊粉塵計
（２）一酸化炭素測定器
（３）二酸化炭素測定器
（４）温度計

（５）湿度計

（６）風速計
※　同じ機械器具を使用して、他の事業の登録要件とすることはできません。
※　一酸化炭素測定器、二酸化炭素測定器、温度計、湿度計、風速計については、これと同程度以上の性能を有する測定器でも代替可能です。
○空気環境の測定を行う者【省令第２６条第２号】

　空気環境測定実施者(再)講習会を修了し、修了した日から６年を経過しない者又は建築物環境衛生管理技術者免状を有する者
※　２以上の営業所又は２以上の業務の監督者等として登録を受けることはできません。

※　清掃作業監督者が、特定建築物における建築物環境衛生管理技術者を兼務することはできません。

※　建築物環境衛生管理技術者を空気環境測定実施者として登録を受けた場合、登録の更新の際には、その建築物環境衛生管理技術者は空気環境測定実施者再講習会を受講している必要があります。
○空気環境の測定及び空気環境測定用機械器具等の維持管理の方法

【省令第２６条第３号・告示第１１７号第二】

　　空気環境の測定及び空気環境測定用機械器具等の維持管理の方法が次の基準を満たしている必要があります。
（１）空気環境の測定は、省令第３条の２第１号に定める方法に準じて行うこと。
（２）空気環境の測定の結果を５年間保存すること。
（３）空気環境の測定に用いる測定器について、定期に点検し、必要に応じ、較正、整備又は修理を行うとともに、使用する測定器の点検等の記録を、測定器ごとに整理して保管すること。
（４）空気環境の測定及び空気環境の測定に用いる機械器具その他の設備の維持管理は、原則として自ら実施すること。これらの業務を他の者に委託する場合は、あらかじめ、受託者の氏名等を建築物維持管理権原者に通知するとともに、受託者から業務の実施状況について報告を受けること等により、受託者の業務の方法が(１)及び(３)に掲げる要件を満たしていることを常時把握することとし、委託する場合にあっても、測定結果の保存は自ら実施すること。
（５）建築物維持管理権原者又は建築物環境衛生管理技術者からの空気環境の測定及び空気環境の測定に用いる機械器具その他の設備の維持管理に係る苦情及び緊急の連絡に対して、迅速に対応できる体制を整備しておくこと。
用語の説明
	建築物衛生法
	「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」
昭和４５年４月１４日　法律第２０号

	省令
	「建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則」
昭和４６年１月２１日　厚生省令２号

	県規則
	「熊本県建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行細則」
平成２４年３月３０日　熊本県規則第１５号

	告示第１１７号
	「清掃作業及び清掃用機械器具の維持管理の方法等に係る基準」
平成１４年３月２６日　厚生労働省告示第１１７号


